
１　法人の名称等

２　法人の設立目的等概要

３　組織概況

⑴　理事・監事（取締役・監査役）
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注） 県職員：職名で表示。なお、常勤の場合は、派遣時の県における職名、非常勤は県の現職名。
会社法法人の場合：理事→取締役、監事→監査役

電話番号

嘉手苅　康治

商工労働部アジア経済戦略課 098-866-2340

-

那覇市鏡水400番地　E棟

那覇空港貨物ターミナル株式会社

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

3人 
非常勤

県職員 1人 

沖縄県公社等外郭団体の概要調書

平成21年4月10日

理
事
・
取
締
役

6人 

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

県
職
員

の
状
況

職名

その他 2人 

0人 商工労働部産業振興統括監 非常勤

その他

監
事
・
監
査
役

2人 

（令和元年７月１日現在）

（令和元年７月１日現在）

県との関係代表者職氏名 勤務形態 常勤

法人名

所在地

電話番号 098-987-1211

設立経緯

那覇空港貨物ターミナルの管理・運営のため平成21年４月10日に会社設立。その後、旧貨物ター
ミナルを運営していた大栄空輸㈱からターミナル事業を分割継承。沖縄県、那覇市、ANAﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ㈱、沖縄振興開発金融公庫、地方3行他の資本参加が行われた。

設立目的 那覇空港貨物ターミナル施設の運営・管理・賃貸に関する事業実施

主な事業内容

県所管部課名

設立年月日

形態 職名 形態

県OB

区分

県
職
員

の
状
況

職名 形態 公認会計士又は税
理士の有無等県OB 0人 

その他 0人 

公認会計士

その他 2人 形態

有無 有

　この調書は、沖縄県総務部行政管理課が示した様式に法人又は県所管課が記載したものをまとめたものです。法
人に関する内容をより詳しく知りたい方は、直接法人又は県所管課までお問い合わせください。

①那覇空港内施設の運営・管理・賃貸に関する事業
②不動産の管理・賃貸に関する事業
③建物及び電気、給排水、空気調整等、保安、運転管理
④航空事業者、航空旅客並びに航空貨物に対する役務の提供
⑤食品並びに衣料品、日用雑貨の販売

非常勤
非常勤

県職員 0人 



⑵　職員 ※　内訳

注）

その他：県以外からの派遣職員等を含む。

⑶　県派遣職員が行う業務内容

４　基本財産・出資金等の状況 （平成30年度決算値）

⑴　基本財産（資本金） （単位：円） ⑵　主な出資（えん）者等

注）会社法法人は、内訳は不要

⑶　基本財産以外の基金等の状況 （単位：円）

注）運用財産、基金として管理区分されているものの合計。

５　県の補助金等の額

県の財政支援等の状況（各年度とも決算値） （単位：円）

注）　県補助金等：補助金、交付金、負担金（会費等含む。）で、国等から県を経由し交付されるものも含む。

６　財務状況 （平成30年度決算値）

別紙のとおり

管理職：理事を除く当該法人における課長職以上とする。
※　理事と事務局長を兼務する場合等は理事に含む。

嘱託等：嘱託、臨任、任期付職員、賃金職員（パート、アルバイト
など）等

その他 0人 その他 0人 

7人 

一
般
職

11人

県派遣 0人 

管
理
職

1人

左
の
内
訳

県職併任 0人 県職併任 0人 

プロパー 5人 プロパー 1人 

県派遣

県OB 0人 県OB 0人 

0人 

0人 

県OB 0人 

県職併任 0人 

プロパー 4人 

その他 0人 

左
の
内
訳

県派遣

嘱託等

365,000,000

嘱託等

7人 

職
員
総
数

12人

左
の
内
訳

7.5%

比率

250,000,000うち、県出資（えん）金

基本財産（資本金）

現金

預貯金

投資有価証券

土地・建物等

その他

順位

1

2

3

4

5

出資（えん）者
（株主）

30,000

出資（えん）金
（持株数）

25,000

20,500

7,500

5,000

県補助金等注 0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

0 0

内
訳

大栄空輸㈱

沖縄県

沖縄振興開発金融公庫

ANAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

㈱沖縄銀行

30.0%

25.0%

20.5%

5.0%

　　うち、県出資（えん）金

基金・運用財産（基本財産以外）

合　計

県貸付金年度末残高

県の債務保証及び損失補償額

県貸付金

県委託金

0

99,853,873

0

0

99,853,873

746,676,000

県出資金

0 0

104,421,400 103,346,490

0 0

0 0

104,421,400 103,346,490

653,344,000 560,012,000



那覇空港貨物タ－ミナル株式会社　　　　　

平成31年 3月31日 現在 単位：円

【 】 【 1,518,948,977 】 【 】 【 705,655,992 】

1,475,545,078 7,154,658

22,391 496,280,000

12,423,959 33,603,238

20,885,819 4,284,746

901,842 65,835,200

3,524,033 91,221,245

5,645,855 547,405

【 】 【 6,238,335,206 】 6,729,500

（ ） （ 4,505,557,820 ） 【 】 【 3,833,106,369 】

5,595,701,498 3,331,379,000

1,227,872,716 401,727,369

636,827,657 100,000,000

35,319,715 4,538,762,361

5,294,226

△ 2,995,457,992

（ ） （ 268,200 ）

268,200 【 】 【 3,218,521,822 】

（ ） （ 1,732,509,186 ） 365,000,000

1,700,000,000 （ ） （ 556,746,082 ）

486,200 556,746,082

32,022,986 （ ） （ 2,296,775,740 ）

2,296,775,740

2,296,775,740

3,218,521,822

7,757,284,183 7,757,284,183

繰 延 税 金 資 産 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 金

長 期 性 預 金 資 本 剰 余 金

長 期 前 払 費 用 資 本 準 備 金

機 械 装 置 負 債 合 計

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア 株 主 資 本

純　 資　 産　 の　 部

建 物 長 期 借 入 金

建 物 附 属 設 備 受 入 保 証 金

構 築 物 修 繕 引 当 金

前 払 費 用 預 り 金

固 定 資 産 未 払 消 費 税

有 形 固 定 資 産 固 定 負 債

施 設 未 収 入 金 未 払 費 用

商 品 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 前 受 金

貸借対照表

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

売 掛 金 １年以内返済長期借入金

未 収 入 金 未 払 金

資　　 産 　　の 　　部 負 　　債 　　の 　　部

科　　　　 目 金　　　　額 科　　　　 目 金　　　　額



那覇空港貨物タ－ミナル株式会社　　　　　

自 平成30年 4月 1日

至 平成31年 3月31日 単位：円

【 】

1,094,546,980

200,541,123

4,311,263

103,346,490

91,362,749 1,494,108,605

【 】

921,964

76,926,723

77,848,687

△ 901,842 76,946,845

1,417,161,760

【 】 1,014,410,973

402,750,787

【 】

3,255,381

28,395,814 31,651,195

【 】

71,608,055

4,551 71,612,606

362,789,376

362,789,376

115,799,861

△ 6,503,321 109,296,540

253,492,836

税 引 前 当 期 純 利 益 金 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 金 額

受 取 利 息

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益 金 額

＊ ＊ 合 計 ＊ ＊

期 末 棚 卸 高

売 上 総 利 益 金 額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益 金 額

営 業 外 収 益

手 数 料 収 入

業 務 受 託 収 入

売 店 売 上 高

売 上 原 価

期 首 棚 卸 高

売 店 仕 入 高

科　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

損益計算書

売 上 高

施 設 利 用 料

施 設 管 理 収 入


